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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 当社は、中間連結財務諸表および連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間および連結会

計年度に係る「主要な経営指標等の推移」については記載しておりません。また、関連会社を有しておりま
せんので、「持分法を適用した場合の投資利益」については、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 
４ 従業員数は、就業人員数を記載しております。尚、臨時雇用者については、重要性が乏しくなったため、平

成18年９月中間期より記載を省略しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第105期中 第106期中 第107期中 第105期 第106期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 5,935,181 6,732,886 8,176,513 17,050,938 16,847,126

経常利益 (千円) 523,552 388,103 554,546 1,561,907 1,193,595

中間(当期)純利益 (千円) 517,688 380,189 554,659 1,427,419 1,186,778

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

発行済株式総数 (株) 59,000,000 59,000,000 59,000,000 59,000,000 59,000,000

純資産額 (千円) 8,423,589 9,527,104 10,712,274 9,332,625 10,332,829

総資産額 (千円) 19,241,468 26,085,398 30,236,808 25,057,954 30,173,523

１株当たり純資産額 (円) 144.87 163.86 184.25 160.40 177.72

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 8.90 6.54 9.54 24.44 20.41

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 43.8 36.5 35.4 37.2 34.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △2,157,193 △3,893,942 △4,421,801 △1,795,559 △5,595,577

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 197,930 35,800 101,503 271,708 53,054

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 58,532 3,020,760 2,915,471 1,885,436 4,629,115

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 5,653,524 7,078,460 5,597,607 7,915,841 7,002,434

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
83

〔 3〕
94

〔―〕
89

〔―〕
81

〔 3〕
88

〔―〕



２ 【事業の内容】 

当社は、首都圏を中心に自社開発「グローベルマンション」の分譲を主力とした不動産販売事業等を行

っております。 

なお、本年５月28日付、筆頭株主の異動により、大京グループを離れて、自主独立経営を進めておりま

す。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当社は、親会社・関連会社・子会社を有しておりません。また株式会社大京は、平成19年５月28日付

で、保有する当社株式の一部を譲渡したことに伴い、当社のその他の関係会社に該当しないこととなりま

した。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注） 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合はありません。労使関係は良好であります。 

  

従業員数(名) 89



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当不動産業界の首都圏分譲マンション市場におきましては、用地取得費の高騰および建築費の上昇により販売価

格が上昇するなか、販売状況は、徐々に厳しさを増し、マーケットそのものは楽観視できない状況となっておりま

す。 

このような状況の中、当社は、「グローベルマンション」ブランドの更なる浸透を目標に掲げ、「お客さま第一

主義」「品質性能ism」の基本方針のもと、「好企画・高品質」マンションを追求し、「価格・立地・間取り」の

みならず、「環境共生・健康・子育て・情報・防犯・地震」などに配慮した商品づくりを進めてまいりました。ま

た、本年５月から筆頭株主の異動により、大京グループを離れ、自主独立経営を進めることにより、より一層の事

業基盤の強化に取り組んでまいりました。  

この結果、当中間会計期間におきましては、「グローベルマンション」３棟111戸(前年同期４棟149戸）の竣工

に加え、販売用不動産の土地売却19億50百万円等により、売上高は81億76百万円（前年同期比21.4％増)、営業利

益は６億80百万円(前年同期比29.0％増)、経常利益は５億54百万円(前年同期比42.9％増)、中間純利益は５億54百

万円(前年同期比45.9％増)となり、いずれも前年同期比で大幅な増収増益となりました。 

なお、マンション分譲の当中間期における新規契約高は168戸、57億81百万円(前年同期271戸、82億２百万円)と

なり、また、当中間期における契約済未引渡残高は、73戸、25億98百万円(前年同期189戸、55億92百万円)となり

ました。 

これにより、当中間期売上高と、マンション分譲事業の当下半期売上高に寄与する契約済未引渡残高の合計は、

107億74百万円となり、通期売上高見通しの63.4％を確保いたしました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における「現金及び現金同等物」(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ14億４百万

円減少し、55億97百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、営業活動による資金の減少は44億21百万円(前年同期は38億93百万円の減少)となりま

した。これは、税引前中間純利益などの増加要因はあったものの、前事業年度に竣工した物件の建築工事代金等の

支払により仕入債務が減少したことや、今後の事業展開に向けての積極的なマンション事業用地の取得によりたな

卸資産が増加したことを主因とするものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、投資活動による資金の増加は１億１百万円(前年同期は35百万円の増加)となりまし

た。これは、賃貸マンションの売却による収入を主因とするものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、財務活動による資金の増加は29億15百万円（前年同期は30億20百万円の増加）となり

ました。これは、新規物件に対する事業資金の借入れが返済支出を上回ったことを主因とするものであります。 

  

  



２ 【契約及び販売の状況】 

  (1) 契約実績 

不動産販売の契約実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １  上記の他、販売用不動産の土地売買契約が１件、1,950,000千円あります。 

２  上記金額には、消費税等を含んでおりません。また、下記の(2)販売実績も同様の表示であります。 

  

(2) 販売実績 

販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 不動産販売事業は、主に首都圏にて一般顧客向けにマンションを販売しております。 

２ 不動産賃貸事業は、首都圏および近畿圏にて当社が所有しているマンション等を、一般顧客向けに賃貸して

おります。なお、不動産賃貸事業におきましては、主力のマンション分譲事業への経営資源の集中を図るた

め、第104期から継続して賃貸マンションの適時売却を進めております。 

３  主要な販売先および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
  

区分 数量(戸) 金額(千円) 金額・前年同期比(％)

不動産販売(マンション分譲事業) 168 5,781,438 △29.5

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

不動産販売事業（マンション分譲事業および附帯事業) 8,121,516 21.8

不動産賃貸事業 54,996 △12.8

合計 8,176,513 21.4

相手先

前中間会計期間 当中間会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

ＰＰ浅草橋オフィス特定目的会社 ─ ─ 1,950,000 23.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間における重要な設備の売却は次のとおりであります。 

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

    当社は、賃貸事業を段階的に整理・縮小する基本方針を決定したことに伴い、賃貸マンションは    

  今後最適売却条件を探りつつ、適時売却処分を進める予定であります。  

賃貸設備 戸数

帳簿価額（千円）

建物 土地 計

賃貸マンション 10 64,430 49,124 113,555



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 59,000,000 59,000,000
東京証券取引所
市場第二部

―

計 59,000,000 59,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ― 59,000,000 ― 1,000,000 ― ―



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １  上記の他、当社名義の株式が861,977株あり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は1.46％でありま 

   す。なお、当社名義の株式861,977株は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年９月30日現在の実保有残 

   高は860,977株であります。 

２ 前事業年度末現在主要株主であった株式会社大京は、当中間会計期間末では主要株主ではなくなり、モル 

    ガンスタンレーアンドカンパニーインクが新たに主要株主となりました。 

３ Prospect Asset Management, Inc. から、平成19年８月24日付（報告義務発生日 : 平成19年8月20日）で 

    大量保有報告書に係る変更報告書の写しの送付があり、平成19年８月20日現在で以下の株式を所有してい 

    いる旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認がで 

  きませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。 

    なお、変更報告書の写しの内容は次のとおりであります。 

    大量保有者          Prospect Asset Management, Inc.  

    住所                6700 Kalanianaole Hwy, Suite 122, Honolulu HI 96825 U.S.A. 

    保有株券等の数      19,621,000株 

    株券等保有割合      33.26％   

  

    また、当該法人から、平成19年11月20日付（報告義務発生日 : 平成19年11月14日）で大量保有報告に係る 

    変更報告書の写しの送付があり、平成19年11月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けてお 

    ります。 

    大量保有者          Prospect Asset Management, Inc.  

    住所                6700 Kalanianaole Hwy, Suite 122, Honolulu HI 96825 U.S.A. 

    保有株券等の数      19,604,000株 

    株券等保有割合      33.23％   

  

  

         

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社）

 
1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036, 
U.S.A. 
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20－3恵比寿  
ガーデンプレイスタワー) 
 

15,917 26.98

丸武産業有限会社 東京都新宿区西新宿八丁目5－5 11,050 18.73

ノーザントラストカンパニーエ
イブイエフシーリノーザントラ
ストガンジーノントリーティー
クライアンツ 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 
5NT,UK 
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

3,470 5.88

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２－10 885 1.50

シービーエヌワイデイエフエイ
インターナショナルキャップバ
リューポートフォリオ 
（常任代理人 シティバンク銀
行株式会社）

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA,
CA 90401 USA 
(東京都品川区東品川二丁目３－14)

689 1.17

株式会社大京 東京都渋谷区千駄ヶ谷四丁目24－13 541 0.92

グローベルス取引先持株会 東京都渋谷区千駄ヶ谷一丁目30－８ 377 0.64

鈴木 輝夫 埼玉県久喜市 360 0.61

村瀬 誠治 愛知県半田市 300 0.51

インテグレート.メデイカル. 
システム株式会社

大阪府大阪市北区梅田一丁目３－１－1000 300 0.51

計 ― 33,889 57.44



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保 

有していない株式が1,000株(議決権１個)および証券保管振替機構名義の株式が36,000株(議決権36個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式977株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

   なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 860,000 ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

58,069,000
58,069 ―

単元未満株式 普通株式 71,000 ― ―

発行済株式総数 59,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 58,069 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

株式会社グローベルス
東京都渋谷区千駄ヶ谷 
一丁目30番８号

860,000 ― 860,000 1.46

計 ― 860,000 ― 860,000 1.46

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 170 235 222 217 203 197

最低(円) 153 155 194 191 170 152



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月

30日まで)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人によ

る中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １  現金及び預金 7,078,460 5,597,607 7,002,434

 ２  売掛金 27,042 20,476 35,952

 ３  販売用不動産 783,989 1,192,701 3,180,666

 ４  仕掛販売用不動産 ※２ 7,071,829 7,813,257 8,067,028

 ５  開発用不動産 ※２ 7,196,820 11,976,138 8,095,029

 ６  前渡金 125,500 108,364 204,247

 ７  繰延税金資産 760,000 12,000 132,000

 ８  その他 373,294 213,624 165,672

    貸倒引当金 △141 △625 △757

   流動資産合計 23,416,795 89.8 26,933,546 89.1 26,882,274 89.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 797,932 709,030 779,896

  (2) 土地 519,126 462,039 511,164

  (3) その他 ※１ 602 708 518

計 1,317,661 5.0 1,171,778 3.9 1,291,579 4.3

 ２ 無形固定資産 4,599 0.0 4,332 0.0 4,332 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 24,977 22,818 23,936

  (2) 繰延税金資産 1,266,420 2,030,154 1,897,855

  (3) その他 ※２ 65,243 74,269 73,586

    貸倒引当金 △10,300 △90 △41

計 1,346,341 5.2 2,127,151 7.0 1,995,336 6.6

   固定資産合計 2,668,602 10.2 3,303,262 10.9 3,291,249 10.9

   資産合計 26,085,398 100 30,236,808 100 30,173,523 100



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １  支払手形 ※４ 3,438,778 1,345,204 4,789,620

 ２  買掛金 ― 5,000 50,000

 ３  工事未払金 383,247 879,488 722,003

 ４  短期借入金 ※２ 63,500 ― ―

 ５  １年内返済予定の 
    長期借入金

※２ 4,737,600 5,486,000 2,712,000

 ６  未払法人税等 13,900 12,900 10,185

 ７  前受金 263,629 116,478 183,615

 ８  賞与引当金 16,854 17,875 18,385

 ９  役員賞与引当金 ― ― 9,380

  10   その他 416,233 368,564 380,505

   流動負債合計 9,333,744 35.8 8,231,510 27.2 8,875,696 29.4

Ⅱ 固定負債

 １  長期借入金 ※２ 7,170,000 11,185,500 10,868,000

 ２  退職給付引当金 33,922 40,082 35,520

 ３  役員退職慰労引当金 ― 49,495 41,881

 ４  その他 20,627 17,946 19,596

   固定負債合計 7,224,549 27.7 11,293,023 37.4 10,964,997 36.4

   負債合計 16,558,293 63.5 19,524,534 64.6 19,840,694 65.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,000,000 3.8 1,000,000 3.3 1,000,000 3.3

 ２ 資本剰余金

    その他資本剰余金 6,987,456 6,987,456 6,987,456

   資本剰余金合計 6,987,456 26.8 6,987,456 23.1 6,987,456 23.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 18,100 35,542 18,100

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 1,100,000 2,100,000 1,100,000

    繰越利益剰余金 508,576 677,959 1,315,165

   利益剰余金合計 1,626,676 6.2 2,813,502 9.3 2,433,265 8.1

 ４ 自己株式 △90,789 △0.3 △91,374 △0.3 △91,019 △0.3

   株主資本合計 9,523,344 36.5 10,709,584 35.4 10,329,703 34.2

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

3,760 2,689 3,126

   評価・換算差額等合計 3,760 0.0 2,689 0.0 3,126 0.0

   純資産合計 9,527,104 36.5 10,712,274 35.4 10,332,829 34.2

   負債純資産合計 26,085,398 100 30,236,808 100 30,173,523 100



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 6,732,886 100 8,176,513 100 16,847,126 100

Ⅱ 売上原価 5,418,130 80.5 6,672,995 81.6 13,605,142 80.8

    売上総利益 1,314,755 19.5 1,503,518 18.4 3,241,983 19.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

786,988 11.7 822,762 10.1 1,811,934 10.7

    営業利益 527,767 7.8 680,755 8.3 1,430,049 8.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 11,895 0.2 17,114 0.2 39,406 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 151,559 2.2 143,322 1.7 275,860 1.6

    経常利益 388,103 5.8 554,546 6.8 1,193,595 7.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 707 0.0 3,978 0.1 3,480 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４ ― ― 13,965 0.2 2,776 0.0

    税引前中間
    (当期)純利益

388,810 5.8 544,559 6.7 1,194,299 7.1

    法人税、住民税 
    及び事業税

1,900 1,900 3,800

    法人税等調整額 6,720 8,620 0.2 △12,000 △10,100 △0.1 3,720 7,520 0.1

        中間（当期） 
        純利益 
 

380,189 
 

5.6
 

554,659
 

6.8
 

1,186,778 
 

7.0
 

       



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本 

剰余金

資本剰余金 

合計
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金 

合計別途積立金
繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,000,000 6,987,456 6,987,456 ― ― 1,427,419 1,427,419

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △174,432 △174,432

 利益処分による役員賞与 △6,500 △6,500

 利益処分による利益準備金の積立 18,100 △18,100 ―

 利益処分による別途積立金の積立 1,100,000 △1,100,000 ―

 中間純利益 380,189 380,189

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― 18,100 1,100,000 △918,843 199,256

平成18年９月30日残高(千円) 1,000,000 6,987,456 6,987,456 18,100 1,100,000 508,576 1,626,676

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △90,458 9,324,418 8,207 8,207 9,332,625

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △174,432 △174,432

 利益処分による役員賞与 △6,500 △6,500

 利益処分による利益準備金の積立 ―

 利益処分による別途積立金の積立 ―

 中間純利益 380,189 380,189

 自己株式の取得 △330 △330 △330

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△4,447 △4,447 △4,447

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△330 198,926 △4,447 △4,447 194,478

平成18年９月30日残高(千円) △90,789 9,523,344 3,760 3,760 9,527,104



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本 

剰余金

資本剰余金 

合計
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金 

合計別途積立金
繰越利益 
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 1,000,000 6,987,456 6,987,456 18,100 1,100,000 1,315,165 2,433,265

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △174,423 △174,423

 利益準備金の積立 17,442 △17,442 ―

 別途積立金の積立 1,000,000 △1,000,000 ―

 中間純利益 554,659 554,659

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ― 17,442 1,000,000 △637,205 380,236

平成19年９月30日残高(千円) 1,000,000 6,987,456 6,987,456 35,542 2,100,000 677,959 2,813,502

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △91,019 10,329,703 3,126 3,126 10,332,829

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △174,423 △174,423

 利益準備金の積立 ― ―

 別途積立金の積立 ― ―

 中間純利益 554,659 554,659

 自己株式の取得 △354 △354 △354

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△436 △436 △436

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△354 379,881 △436 △436 379,445

平成19年９月30日残高(千円) △91,374 10,709,584 2,689 2,689 10,712,274



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本 

剰余金

資本剰余金 

合計
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金 

合計別途積立金
繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,000,000 6,987,456 6,987,456 ― ― 1,427,419 1,427,419

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △174,432 △174,432

 利益処分による役員賞与 △6,500 △6,500

 利益処分による利益準備金の積立 18,100 △18,100 ―

 利益処分による別途積立金の積立 1,100,000 △1,100,000 ―

 当期純利益 1,186,778 1,186,778

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)
事業年度中の変動額合計 
(千円)

― ― ― 18,100 1,100,000 △112,253 1,005,846

平成19年３月31日残高(千円) 1,000,000 6,987,456 6,987,456 18,100 1,100,000 1,315,165 2,433,265

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本 

合計

その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △90,458 9,324,418 8,207 8,207 9,332,625

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △174,432 △174,432

 利益処分による役員賞与 △6,500 △6,500

 利益処分による利益準備金の積立 ― ―

 利益処分による別途積立金の積立 ― ―

 当期純利益 1,186,778 1,186,778

 自己株式の取得 △561 △561 △561

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)

△5,081 △5,081 △5,081

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△561 1,005,284 △5,081 △5,081 1,000,203

平成19年３月31日残高(千円) △91,019 10,329,703 3,126 3,126 10,332,829



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間（当期）純利益 388,810 544,559 1,194,299

 ２ 減価償却費 7,462 6,560 14,898

 ３ 貸倒引当金の増減額 55 △82 △9,586

 ４ 賞与引当金の増減額 △12,120 △509 △10,589

 ５ 役員賞与引当金の増減額 ― △9,380 9,380

 ６ 退職給付引当金の増減額 7,377 4,561 8,976

  ７  役員退職慰労引当金の増 
      減額

― 7,613 41,881

 ８ 受取利息及び受取配当金 △135 △186 △299

 ９ 支払利息 77,993 125,776 185,059

 10 投資有価証券評価損 ― 409 ―

 11 固定資産の売却損益 △707 9,986 △704

 12 売掛金及び前受金の増減額 32,286 △51,661 △56,637

 13 たな卸資産の増減額 △1,835,288 △1,543,490 △6,204,121

 14 仕入債務の増減額  △2,149,776 △3,331,932 △410,178

 15 前払費用の増減額 △126,347 △71,258 54,894

 16 役員賞与の支払額 △6,500 ― △6,500

 17 その他 △198,385 18,958 △224,133

小計 △3,815,274 △4,290,075 △5,413,361

 18 利息及び配当金の受取額 108 159 244

 19 利息の支払額 △76,875 △128,086 △180,559

 20 法人税等の支払額 △1,900 △3,800 △1,900

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,893,942 △4,421,801 △5,595,577

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による 
   支出

△216 △314 △574

 ２ 有形固定資産の売却による 
   収入

35,532 103,568 54,799

 ３ 貸付による支出 ― △3,600 △2,300

 ４ 貸付金の回収による収入 484 1,849 1,128

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

35,800 101,503 53,054



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 63,500 ― 63,500

 ２ 短期借入金の返済による 
   支出

△43,000 ― △106,500

 ３ 長期借入れによる収入 5,083,000 6,062,500 10,796,000

 ４ 長期借入金の返済による 
   支出

△1,910,826 △2,971,000 △5,951,426

 ５ 自己株式の取得による支出 △330 △354 △561

 ６ 配当金の支払額 △171,583 △175,674 △171,897

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

3,020,760 2,915,471 4,629,115

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △837,381 △1,404,826 △913,407

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

7,915,841 7,002,434 7,915,841

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 7,078,460 5,597,607 7,002,434



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

  その他有価証券

   時価のあるもの

        中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

    

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

(2) たな卸資産

  販売用不動産、仕掛販

売用不動産及び開発用

不動産

   個別法による原価法

  （貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定)

(会計方針の変更)

「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平

成18年７月５日 企業

会計基準第９号）が平

成20年３月31日以前に

開始する事業年度に係

る財務諸表から適用で

きることになったこと

に伴い、当中間会計期

間から同会計基準を適

用しております。

なお、この変更によ

る影響はありません。

(2) たな卸資産

  販売用不動産、仕掛販

売用不動産及び開発用

不動産

   個別法による原価法

  （貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定)

(2) たな卸資産

   販売用不動産、仕掛販

売用不動産及び開発用

不動産

   個別法による原価法

  （貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定)

(会計方針の変更)

「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平

成18年７月５日 企業

会計基準第９号）が平

成20年３月31日以前に

開始する事業年度に係

る財務諸表から適用で

きることになったこと

に伴い、当事業年度か

ら同会計基準を適用し

ております。

なお、これによる損

益に与える影響はあり

ません。

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用してお

ります。

    但し、賃貸用建物は

定額法によっておりま

す。

    なお、建物について

は、平成10年度の税制

改正により耐用年数の

短縮が行われておりま

すが、改正前の耐用年

数を継続して適用して

おります。

   主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ３～60年

工具器具 

及び備品
５～20年

(1) 有形固定資産

定率法を採用してお

ります。

    但し、賃貸用建物は

定額法によっておりま

す。

    なお、建物について

は、平成10年度の税制

改正により耐用年数の

短縮が行われておりま

すが、改正前の耐用年

数を継続して適用して

おります。

   主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ３～60年

工具器具 

及び備品
５～20年

(1) 有形固定資産

定率法を採用してお

ります。

    但し、賃貸用建物は

定額法によっておりま

す。

    なお、建物について

は、平成10年度の税制

改正により耐用年数の

短縮が行われておりま

すが、改正前の耐用年

数を継続して適用して

おります。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(会計方針の変更)

  法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日

以降に取得した有形固

定資産について、改正

後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更

しております。 

  なお、この変更によ

る損益に与える影響は

軽微であります。 

 (追加情報) 

  法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日

以前に取得した資産に

ついては、改正前の法

人税法に基づく減価償

却の方法の適用により

取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価

償却費に含めて計上し

ております。 

  なお、この変更によ

る損益に与える影響は

ありません。

(2) 無形固定資産

ソフトウェアについ

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用して

おります。

(2)    ───── (2) 無形固定資産

ソフトウェアについ

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用して

おります。

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

   金銭債権等の貸倒損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率による計算額を計

上し、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

   従業員への賞与支給

に充てるため、支給見

込額に基づき計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3)    ─────

      

(3) 役員賞与引当金 

 役員への賞与支給に

充てるため、支給見込

額に基づき計上してお

ります。

(3) 役員賞与引当金 

 役員への賞与支給に

充てるため、支給見込

額に基づき計上してお

ります。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(会計方針の変更)

当事業年度より「役

員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４

号）を適用しておりま

す。 

  この結果、営業利

益、経常利益および税

引 前 当 期 純 利 益 が

9,380千円減少してお

ります。

(4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における簡便法に

よる退職給付債務の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

(4) 退職給付引当金

同左

 
 
 
 

(4) 退職給付引当金

   従業員への退職給付

に備えるため、当事業

年度末における簡便法

による退職給付債務の

見込額に基づき、当事

業年度末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

(5)    ─────

      

(5) 役員退職慰労引当金

     役員および執行役員

への退職慰労金の支給

に備えるため、内規に

基づく当中間会計期間

末における要支給額を

計上しております。

(追加情報)

従来、役員退職慰労

金は支出時に費用処理

しておりましたが、前

事業年度下期から内規

に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金

として計上する方法に

変更しております。 

  なお、前中間会計期

間は従来の方法によっ

ており、当中間会計期

間と同一の方法によっ

た場合に比べ、営業利

益、経常利益および税

引 前 中 間 純 利 益 は

35,653千円多く計上さ

れております。 

 

(5) 役員退職慰労引当金

     役員および執行役員

への退職慰労金の支給

に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を

計上しております。

(会計方針の変更)

従来、役員退職慰労

金は支出時に費用処理

しておりましたが、当

事業年度から内規に基

づく期末要支給額を役

員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更

しております。 

  この変更は、役員退

職慰労金を引当金計上

する会計慣行が定着し

てきたことを踏まえ、

将来の支給時における

一時的な費用負担を回

避し、役員および執行

役員の在任期間にわた

り費用配分することに

より、期間損益の適正

化および財務体質の健

全化を図るために行っ

たものであります。 

  この結果、従来の方

法によった場合に比

べ、営業利益、経常利

益および税引前当期純

利益が41,881千円減少

しております。  



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

なお、当該会計処理

の変更が下半期に行わ

れたのは、従来より進

めてきた内規の改訂・

整備が当下半期に完了

し、期末要支給額を役

員退職慰労引当金とし

て計上できる体制が整

ったためです。従っ

て、当中間会計期間は

従来の方法によってお

り、変更後の方法によ

った場合と比べ、当中

間会計期間の営業利

益、経常利益および税

引 前 中 間 純 利 益 は

35,653千円多く計上さ

れております。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キャ

ッシュ・フロー計算

書)における資金の

範囲

 手許現金及び随時引き出

し可能な預金からなってお

ります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

  税抜きの会計処理を行

っております。

  なお、仮払消費税等と

仮受消費税等は相殺し、

その差額は流動負債の

「その他」に含めて表示

しております。

また、たな卸資産に係

る控除対象外消費税等

は、当中間会計期間の負

担すべき期間費用として

処理しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

  税抜きの会計処理を行

っております。

  また、たな卸資産等に

係る控除対象外消費税等

は、当期の負担すべき期

間費用として処理してお

ります。



会計処理の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。従来の

「資本の部」の合計に相当する金額

は9,527,104千円であります。

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

           ───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。従来の「資本

の部」の合計に相当する金額は

10,332,829千円であります。

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間貸借対照表)

 前中間会計期間末において区分掲記しておりました

「未収入金」については、当中間会計期間末において

金額的重要性がなくなったため、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。

 なお、当中間会計期間末の流動資産の「その他」に

含まれる「未収入金」の金額は24,304千円でありま

す。

 

(中間キャッシュ・フロー計算書)

 前中間会計期間において区分掲記しておりました

「未収入金関係の増減額」については、当中間会計期

間において金額的重要性がなくなったため、営業活動

によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示

しております。

 なお、当中間会計期間の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれる「未収入金関係の

増減額」は△4,600千円であります。

                    ─────

 
 
 
 

 
 
 

                     ─────



追加情報 

  

 
  
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(所有目的の変更) 

 所有目的の変更により、販売用不

動産から建物へ18,569千円、土地へ 

11,018千円それぞれ振替えておりま

す。

           ───── (所有目的の変更) 

 所有目的の変更により、販売用不

動産から建物へ18,569千円、土地へ 

11,018千円それぞれ振替えておりま

す。

            

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の 千円

   減価償却累計額 902,759

※１ 有形固定資産の 千円

   減価償却累計額 795,432

※１ 有形固定資産の 千円

   減価償却累計額 889,686

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産

千円

仕掛販売用 
不動産

6,583,983

開発用不動産 6,601,887

計 13,185,871

千円

仕掛販売用
不動産

7,813,257

開発用不動産 10,820,859

計 18,634,117

千円

仕掛販売用 
不動産

7,555,440

開発用不動産 6,644,599

計 14,200,039

   担保付債務    担保付債務    担保付債務

 

千円

短期借入金 63,500

１年内返済予定
の長期借入金

4,267,000

長期借入金 7,170,000

計 11,500,500

 なお、信用保証会社に対する

手付金保証のため、差入保証金

30,000千円を担保に供しており

ます。また、上記のほか、営業

保証供託金として投資有価証券

を9,835千円差し入れておりま

す。

 

千円

短期借入金 ―

１年内返済予定
の長期借入金

5,486,000

長期借入金 11,185,500

計 16,671,500

 なお、信用保証会社に対する

手付金保証のため、差入保証金

30,000千円を担保に供しており

ます。また、上記のほか、営業

保証供託金として投資有価証券

を9,890千円差し入れておりま

す。  

 

千円

短期借入金 ―

１年内返済予定
の長期借入金

2,068,000

長期借入金 10,868,000

計 12,936,000

   なお、信用保証会社に対する

手付金保証のため、差入保証金

30,000千円を担保に供しており

ます。また、上記のほか、営業

保証供託金として投資有価証券

を9,863千円差し入れておりま

す。

３ 保証債務

      一般顧客(31名)の住宅購入民

間ローン債務につき、融資元金

融機関の債権保全抵当権設定登

記完了までの期間、当社が融資

元金融機関に負う連帯保証債務 

 

千円

679,800

３ 保証債務

      一般顧客(38名)の住宅購入民

間ローン債務につき、融資元金

融機関の債権保全抵当権設定登

記完了までの期間、当社が融資

元金融機関に負う連帯保証債務 

 

千円

847,959

３ 保証債務

      一般顧客(122名)の住宅購入

民間ローン債務につき、融資元

金融機関の債権保全抵当権設定

登記完了までの期間、当社が融

資元金融機関に負う連帯保証債

務

千円

2,691,000

※４ 中間期末日満期手形

   中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をも

って決済処理をしております。

   なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形が

中間期末残高に含まれておりま

す。

千円

支払手形      919,406

※４ 中間期末日満期手形

   中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をも

って決済処理をしております。

   なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形が

中間期末残高に含まれておりま

す。

千円

支払手形      529,310

※４ 期末日満期手形

   期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理をしております。

   従って、当期末日が金融機関

の休日であったため、次の期末

日満期手形が以下の科目に含ま

れております。

千円

支払手形     1,613,100



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち重要なもの

       千円

受取利息 84

ローン事務手数料 6,350

※１ 営業外収益のうち重要なもの

       千円

受取利息 135

ローン事務手数料 7,050

※１ 営業外収益のうち重要なもの

       千円

受取利息 236

ローン事務手数料 18,750

※２ 営業外費用のうち重要なもの

千円

支払利息 77,993

補修工事費 63,961

※２ 営業外費用のうち重要なもの

千円

支払利息 125,776

補修工事費 9,000

※２ 営業外費用のうち重要なもの

千円

支払利息 185,059

補修工事費 68,745

※３ 特別利益の内訳

千円

固定資産売却益 707

計 707

※３ 特別利益の内訳

千円

固定資産売却益 3,978

計 3,978

※３ 特別利益の内訳

千円

固定資産売却益 3,480

計 3,480

※４      ───── ※４ 特別損失の内訳

千円

固定資産売却損 13,965

計 13,965

※４ 特別損失の内訳

千円

固定資産売却損 2,776

計 2,776

５ 減価償却実施額

千円

有形固定資産 7,142

無形固定資産 320

計 7,462

５ 減価償却実施額

千円

有形固定資産 6,560

無形固定資産 －

計 6,560

５ 減価償却実施額

千円

有形固定資産 14,311

無形固定資産 586

計 14,898



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
    

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  1,782株 

  

３ 配当に関する事項 

    配当金支払額 

 
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
    

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  2,048株 

  
３ 配当に関する事項 

     配当金支払額 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 59,000,000  ― ― 59,000,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 855,742  1,782  ― 857,524 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 174,432 3.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 59,000,000 ― ― 59,000,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 858,929 2,048 ― 860,977

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 174,423 3.00 平成19年３月31日 平成19年６月27日



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  3,187株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 59,000,000 ― ― 59,000,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 855,742 3,187 ― 858,929

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 174,432 3.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 174,423 3.00 平成19年３月31日 平成19年６月27日

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

      末残高と中間貸借対照表に掲
      記されている科目の金額との
      関係

※１ 現金及び現金同等物の中間期

      末残高と中間貸借対照表に掲
      記されている科目の金額との
      関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残

     残高と貸借対照表に掲記され
     ている科目の金額との関係
     

(平成18年９月30日現在) (平成19年９月30日現在) (平成19年３月31日現在)

千円

現金及び預金勘定 7,078,460

現金及び現金同等物 7,078,460

千円

現金及び預金勘定 5,597,607

現金及び現金同等物 5,597,607

千円

現金及び預金勘定 7,002,434

現金及び現金同等物 7,002,434



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

有形固定資産 
(その他)

千円

取得価額 
相当額

17,700

減価償却 
累計額 
相当額

9,437

中間期末 
残高 
相当額

8,262

有形固定資産
(その他)

千円

取得価額
相当額

11,196

減価償却
累計額 
相当額

7,641

中間期末
残高 
相当額

3,555

有形固定資産 
(その他)

千円

取得価額
相当額

17,700

減価償却
累計額 
相当額

11,953

期末残高
相当額

5,746

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高の有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

同左    なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高の有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

千円

１年以内 4,707

１年超 3,555

計 8,262

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

千円

１年以内 3,177

１年超 378

計 3,555

② 未経過リース料期末残高相当額

千円

１年以内 4,057

１年超 1,689

計 5,746

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同左    なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

千円

 支払リース料 2,516

 減価償却費相当額 2,516

千円

 支払リース料 2,191

 減価償却費相当額 2,191

千円

 支払リース料 5,032

 減価償却費相当額 5,032

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
（注） 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。なお、当中間会計期間において、減損処理を行 

  い、投資有価証券評価損409千円を計上しております。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 満期保有目的の債券

国債・地方債等 9,835 9,769 △66

計 9,835 9,769 △66

区分
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(2) その他有価証券

株式 8,802 15,142 6,339

計 8,802 15,142 6,339

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 満期保有目的の債券

国債・地方債等 9,890 9,826 △64

計 9,890 9,826 △64

区分
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(2) その他有価証券

株式 8,392 12,928 4,535

計 8,392 12,928 4,535

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

(1) 満期保有目的の債券

国債・地方債等 9,863 9,788 △75

計 9,863 9,788 △75

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(2) その他有価証券

株式 8,802 14,073 5,270

計 8,802 14,073 5,270



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

  

(持分法損益等) 

  

 
  

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。 

２ 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(１) １株当たり純資産額 

 
  

(２) １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利

用しておりませんので、該当事項は

ありません。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当社は、関連会社を有していないた

め持分法損益等については該当事項

はありません。

同左 同左

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 163円86銭 184円25銭 177円72銭

１株当たり中間（当期） 
純利益

6円54銭 9円54銭 20円41銭

前中間会計期間

平成18年９月30日

当中間会計期間

平成19年９月30日

前事業年度

平成19年３月31日

純資産の部の合計額 (千円) 9,527,104 10,712,274 10,332,829

普通株主に係る純資産額 (千円) 9,527,104 10,712,274 10,332,829

普通株式の発行済株式数 (株) 59,000,000 59,000,000 59,000,000

普通株式の自己株式数 (株) 857,524 860,977 858,929

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数

(株) 58,142,476 58,139,023 58,141,071

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前事業年度

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益 (千円) 380,189 554,659 1,186,778

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純
利益

(千円) 380,189 554,659 1,186,778

普通株式の期中平均株式数 (株) 58,143,635 58,140,186 58,142,720



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
(1) 臨時報告書

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に   平成19年６月５日
関東財務局長に提出  関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動

  ）の規定に基づく臨時報告書

(2) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第106期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月27日 
関東財務局長に提出

(3) 
 

有価証券報告書 
の訂正報告書
  上記（2） 有価証券報告書の訂正報告書 平成19年10月12日

関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

株式会社グローベルス 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社グローベルスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第106期事業年度の

中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社グローベルスの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

                                    以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 宮   裕

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 貞廣 篤典

(※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



  

独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月12日

株式会社グローベルス 

取締役会 御中 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社グローベルスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第107期

事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社グローベルスの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

                                    以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 宮   裕

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 貞廣 篤典

(※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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